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日本国内総生産（ＧＤＰ）成長率 

 

2012年度予測 実質＋１．１％ （前回 ＋０．８％） 

 名目＋０．３％ （前回 ＋０．１％） 

   

2013年度予測 実質＋１．５％ （前回 ＋１．３％） 

 名目＋１．０％ （前回 ＋０．７％） 

   

2014年度予測 実質▲０．１％ （前回 ▲０．１％） 

 名目＋１．１％ （前回 ＋１．１％） 

※前回は 2012 年 11 月 12 日時点の弊社予測値 

 

○ 2012 年度の実質ＧＤＰ成長率を＋1.1％（前回 2012 年７-９月期１次速報後予測：＋0.8％）、2013 年度

を＋1.5％（同＋1.3％）、2014 年度を▲0.1％（同▲0.1％）と予測する。12 年度、13 年度について、そ

れぞれ上方修正を行った。①過去の実績値改定により 12 年度への成長率のゲタが上方修正されたこと、

②足元の景気に下げ止まりの兆候が出ていることを考慮し、12年度後半の見通しを上方修正したこと、

などが背景にある（前回見通し：12 年 10-12 月期：前期比年率▲0.6％、13 年１-３月期：＋1.2％ → 今

回見通し：12年 10-12 月期：前期比年率▲0.2％、13 年１-３月期：＋1.7％）。 

 

○ ７-９月期のＧＤＰは大幅マイナス成長となったが、足元では景気下げ止まりを示唆する経済指標が散見

される。特に注目されるのが鉱工業生産であり、10 月の実績は前月比でプラス、11月、12 月の予測指数

も強い結果となっている。自動車生産の下げ止まりやＩＴ関連生産の増加などが背景にある。また、11

月の乗用車販売台数が前月比でプラスに転じており（季節調整は第一生命経済研究所）、エコカー補助金

制度終了後の反動減が一巡しつつあることが示されている。これまで景気の下押し要因になってきた自動

車販売・生産が下げ止まりつつあることの意味は大きい。 

 

○ ９、10 月の景気の落ち込みが大きかったため、四半期で見れば 10-12 月期のＧＤＰ成長率は小幅マイナ

スが予想されるが、月次統計で見れば下げ止まり・底打ちの動きが確認されるだろう。12 年４月から始

まったとみられる景気後退局面は、年内にも終了することが見込まれる。 

 

○ 景気刺激策の効果から中国経済に持ち直しの動きが出ている点も好材料だ。輸出は依然減少が続いている

が、日中関係悪化の追加的な押し下げ寄与がなくなる１-３月期には、中国経済の好転が輸出を押し上げ

るだろう。１-３月期の成長率は、輸出主導でプラスに転じると予想している。 
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【日本経済 予測総括表】 

      
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【今回予測】 （％） 【前回予測値（11月12日公表）】

2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 2012年度 2013年度 2014年度

日本経済
実績 予測 予測 予測 予測 予測 予測

実質GDP 0.3 1.1 1.5 ▲ 0.1 0.8 1.3 ▲ 0.1
 （内需寄与度） 1.3 1.8 1.4 ▲ 0.4 1.5 1.2 ▲ 0.4

 （うち民需） 1.1 0.8 1.3 ▲ 0.4 0.7 1.1 ▲ 0.4
 （うち公需） 0.2 1.0 0.0 ▲ 0.0 0.8 ▲ 0.0 ▲ 0.1

 （外需寄与度） ▲ 1.0 ▲ 0.7 0.1 0.4 ▲ 0.7 0.0 0.4
民間最終消費支出 1.6 1.4 1.5 ▲ 0.6 1.1 1.3 ▲ 0.7
民間住宅 3.7 4.7 11.7 ▲ 16.1 4.0 10.8 ▲ 16.1
民間企業設備 4.1 ▲ 1.0 0.7 3.0 ▲ 0.9 1.0 3.0
民間在庫品増加 ▲ 0.5 0.0 ▲ 0.0 0.1 0.0 ▲ 0.1 0.1
政府最終消費支出 1.5 2.5 1.1 0.7 2.0 0.9 0.7
公的固定資本形成 ▲ 2.3 12.5 ▲ 4.7 ▲ 4.2 8.9 ▲ 4.6 ▲ 4.2
財貨・サービスの輸出 ▲ 1.7 ▲ 1.4 1.7 4.8 ▲ 0.6 1.3 4.8
財貨・サービスの輸入 5.2 3.8 1.5 2.4 4.1 1.7 2.4

GDPデフレーター ▲ 1.7 ▲ 0.8 ▲ 0.5 1.1 ▲ 0.8 ▲ 0.6 1.2
名目GDP ▲ 1.4 0.3 1.0 1.1 0.1 0.7 1.1
鉱工業生産 ▲ 1.0 ▲ 3.1 3.7 1.2 ▲ 4.8 2.3 1.2
完全失業率 4.5 4.3 4.3 4.3 4.3 4.4 4.4
新設住宅着工戸数(万戸） 84.1 89.6 97.0 79.8 88.5 96.0 79.8
経常収支（兆円） 7.9 4.6 5.8 7.5 5.6 6.5 8.2

名目GDP比率 1.7 1.0 1.2 1.5 1.2 1.4 1.7
国内企業物価 1.7 ▲ 1.3 ▲ 0.2 3.4 ▲ 1.4 ▲ 0.3 3.4
消費者物価（生鮮除く総合） 0.0 ▲ 0.2 ▲ 0.2 2.2 ▲ 0.2 ▲ 0.2 2.2
為替レート（円／ドル） 79.0 80.5 82.0 83.0 79.4 81.0 82.0
原油価格（ﾄﾞﾙ/ﾊﾞｰﾚﾙ) 97.2 90.0 95.0 104.3 90.0 95.0 104.3
米国実質成長率（暦年） 1.8 2.2 1.5 2.3 2.2 1.5 2.3
中国実質成長率（暦年） 9.2 7.7 8.3 8.1 7.7 8.3 8.1

（出所） 内閣府等より、第一生命経済研究所作成（予測は第一生命経済研究所）

（注） 1.　為替レートは円／ﾄﾞﾙで年度平均

      　 2.　原油価格は、米WTI(West Texas Intermediate）価格

　　　 3.　失業率、経常収支の名目GDP比以外の単位の無い項目は前年比

4.　民間在庫品増加は寄与度

○ 13 年度後半には、14 年４月の消費税率引き上げを前にした駆け込み需要により成長率が高まる。一方、

14 年度については、駆け込み需要の反動に加えて、消費税引き上げに伴う実質可処分所得減少による消費

の下押しが予想されるため、マイナス成長に転じると予想している。 

12年 13年 14年 15年

7-9月期 10-12月期 1-3月期 4-6月期 7-9月期 10-12月期 1-3月期 4-6月期 7-9月期 10-12月期 1-3月期

実質ＧＤＰ ▲ 0.9 ▲ 0.0 0.4 0.4 0.5 0.6 1.0 ▲ 1.5 0.1 0.2 0.3

（前期比年率） ▲ 3.5 ▲ 0.2 1.7 1.4 1.9 2.5 4.2 ▲ 5.8 0.5 1.0 1.3

内需寄与度 ▲ 0.2 0.1 0.2 0.2 0.4 0.5 1.1 ▲ 1.8 0.1 0.2 0.2

     　　   （うち民需） ▲ 0.4 ▲ 0.1 0.3 0.3 0.5 0.5 1.1 ▲ 1.8 0.1 0.2 0.2

    　　    （うち公需） 0.2 0.1 ▲ 0.0 ▲ 0.0 ▲ 0.0 ▲ 0.0 ▲ 0.0 ▲ 0.0 ▲ 0.0 ▲ 0.0 0.0

外需寄与度 ▲ 0.7 ▲ 0.1 0.2 0.1 0.0 0.1 ▲ 0.1 0.3 0.1 0.1 0.1

民間最終消費支出 ▲ 0.4 0.1 0.3 0.2 0.3 0.6 2.3 ▲ 3.1 0.4 0.2 0.2

民間住宅 0.9 3.0 3.0 2.0 6.0 4.0 ▲ 5.0 ▲ 11.0 ▲ 7.0 0.0 1.0

民間企業設備 ▲ 3.0 ▲ 1.6 0.0 0.7 0.8 1.0 1.2 0.5 0.5 0.7 0.8

民間在庫品増加（寄与度） 0.3 0.0 0.0 0.0 0.0 ▲ 0.1 ▲ 0.3 0.3 0.0 ▲ 0.0 ▲ 0.0

政府最終消費支出 0.6 0.3 0.3 0.3 0.2 0.2 0.2 0.2 0.1 0.1 0.1

公的固定資本形成 1.5 2.0 ▲ 2.0 ▲ 1.8 ▲ 1.8 ▲ 1.5 ▲ 1.3 ▲ 1.0 ▲ 1.0 ▲ 1.0 0.0

財貨・サービスの輸出 ▲ 5.1 ▲ 2.6 1.8 1.2 1.2 1.2 1.0 1.2 1.2 1.3 1.3

財貨・サービスの輸入 ▲ 0.4 ▲ 2.0 0.8 0.5 1.1 0.6 1.5 ▲ 0.8 1.0 1.0 1.0

名目ＧＤＰ ▲ 0.9 ▲ 0.4 0.6 0.5 0.1 0.3 1.0 0.1 ▲ 0.1 ▲ 0.1 0.5

（前期比年率） ▲ 3.6 ▲ 1.4 2.4 2.0 0.2 1.1 4.2 0.4 ▲ 0.2 ▲ 0.3 1.8

（出所）内閣府「国民経済計算」

※断りの無い場合、前期比（％）

　　2012年10-12月期以降は第一生命経済研究所による予測値

図表　実質ＧＤＰの見通し（四半期別推移）
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【実質GDP成長率の予測（前期比年率、寄与度）】 
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